
※下線部分が前回との変更点

№  直近の集計結果 備　　　　考

死亡者数 466名

不明者数 0名

全　壊 4,644棟

大規模半壊 6,469棟

半　壊 26,452棟

一部損壊 26,004棟

全　壊 3,258棟

大規模半壊 2,784棟

半　壊 6,694棟

一部損壊 14,875棟

全　壊 7,902棟

大規模半壊 9,253棟

半　壊 33,146棟

一部損壊 40,879棟

発行件数 98,709件
新規申請分（氏名、住所変更を含む）。

※ Ｈ24年9月28日をもって新規申請の受付終了

要調査残件数 0件 まだ家屋調査を完了していない残りの件数

再調査発行件数 15,662件

再調査残件数 0件

5 追加発行件数 6,611件 枚数の追加発行申請。 

市内建設戸数 3,512戸 着工済戸数 (県HP参照）

うち市民対象 189戸

入居世帯数 2世帯

入居者数 7名

世 帯 数 37世帯
民間借上げ（特例含む）36、
雇用促進1、教員住宅0

人　数 103名
民間借上げ（特例含む）98、
雇用促進5、教員住宅0

被災者生活支援件数計 3,398件

被災者生活支援金額計 768,753,364円

支払世帯数 40,303世帯

市の災害復旧・復興件数計 3,649件

市の災害復旧・復興金額計 847,401,000円

延べ人数 8,579名  うち、り災関係事務従事者 5,653名

現在の人数 0名

10 現在の人数 12名
福島県(4名)、栃木県宇都宮市(1名)、千葉県船橋市(1名)、東京都(2名)、
東京都港区(1名)、愛知県豊橋市(1名)、愛知県稲沢市(1名)、長崎県長崎市
(1名)

人　数 877名
※H26年2月19日付の公表から原発避難者特例法の避難住
民の人数に変更しております。

人　数 2,370名
※H26年2月19日付の公表から原発避難者特例法の特定住
所移転者の人数に変更しております。

12 人　数 22,008名

 双葉郡8町村　小計21,438名、
 南相馬市522名、田村市31名、
 川俣町2名、飯館村15名
※H26年5月7日付の公表から原発避難者特例法の避難住民の人数
に変更しております。

登録者数 62,233名

活動者延べ人数 63,824名

災害・復興
ボランティア

（3月31日現在）
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住民票を異動して市外へ避難
した方（関係維持の希望者）

（6月1日現在）

住民票を異動せず市内に避難
している方

（4月1日現在）
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住民票を異動せず市外に
避難しているいわき市民

（6月1日現在）
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義援金
（1月31日現在）

いわき市災害対策本部週報

※Ｈ24年7月1日付の公表から死亡者数及び行方不明者数計上の基準を変更しております。
【死亡者数推移】 Ｈ24年　8月 6日付  430名 (関連死　100名）
　　　　　　　　　　  Ｈ24年12月17日付  441名 （関連死 11名増）
　　　　　　　　　　　Ｈ25年  6月11日付　446名（関連死   5名増）
                       Ｈ26年  2月 4日付　455名（関連死   9名増）
                       Ｈ26年  8月15日付　458名（関連死   3名増）
　　　　　　　　　　　Ｈ26年12月26日付　460名（関連死   2名増)
                    　 Ｈ28年 1月 4日付　461名（関連死   1名増)
                       Ｈ28年 4月21日付　464名（関連死　 3名増）
【死亡者数推移】 Ｈ28年 11月8日付　466名（関連死 　2名増）
【死亡者数内訳】 直接死　293名 ・ 関連死  136名
死亡認定を受けた行方不明者数　37名

事　　　　項

1
人的被害

（7月3日現在）

計91,180棟

※平成27年9月30日付の公表から住家、非住家に分けて記載してい
ます。

2

計63,569棟

計27,611棟

復興支援ボランティアセンターはH29年3月31日をもって終了
※いわき市社会福祉協議会ボランティア活動センターにおいて通常対応。

  ※Ｈ24年11月30日をもって再調査申請の受付終了                                             

計16億1615万4364円

り災証明（新規）
（6月30日現在）

り災証明（再調査）
（6月30日現在）

り災証明（追加発行）
（6月30日現在）

応急仮設住宅
（6月30日現在）

賃貸住宅等
（6月30日現在）

他自治体からの
短期派遣職員

（7月4日現在）


